
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [92.8%]
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [402,396円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [94.2]
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [25.40人]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [13.4%]

類似団体内順位
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [1,262,460円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

七ケ宿町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
■財政力指数
・ここ数年で僅かながら連続した伸びとなっており、類似団体平均を上回る０．４２となっている。七ヶ宿ダムを所在することに
よるダム所在市町村交付金が４２２百万円と基準財政収入額の大半を占めていることが、類似団体平均を上回る要因となっ
ている。
■経常収支比率
・昨年と比較しても１．５％上昇している。上昇した要因を見ると物件費、維持補修費で１．１％の増となっている。指定管理
者制度の導入による人件費から物件費へのシフトによる増、施設の老朽化による維持補修費が主な要因となっている。今
後、適正な定員管理による事務の効率化、民間委託等により、経常経費の削減に努め、類似団体を下回る事を目標とする。
■人口１人当たり人件費・物件費
・人口１，８９０人であり類似団体とはいえ人口規模に大きな開きがあるため、平均で比較した場合上回るのは必至である。
主に人件費が要因となっているが、収入役の廃止、退職者不補充などの効果により、０．４％の歳出削減を行っている。今後
も適正な定員管理を実行し、人件費の抑制に努める。
■ラスパイレス指数（給与水準の適正度）

・平成１０年度をピークに職員給与は減少しているものの、ラスパイレス指数を見ると類似団体を１．７ポイント上回っている状
況である。給与構造改革が実施されたにも関わらず上昇している要因として、年功的体系が依然として続いている状況であ
る。今後人事評価による昇給昇格を実施し、適正な定員管理を確実に実行し適正化に努める。
■人口１人当たりの地方債現在高
・類似団体を僅かに下回っているが、１人当たり１２６万円は高い数値となっている。今後は事業の適債性、充当率、元利償還
金に対して後年度に交付税措置のある有利な事業への配慮など起債対象事業の選択に努め、安易に財源を地方債に求めた
計画にならないよう留意し地方債の発行抑制に努める。
■実質公債費率
・類似団体平均を下回っているものの、町道の改良工事、学校関連施設の耐震化事業により、平成１８年度においては４億を
超える借入を行っており、今後更に上昇することも懸念されるが、地方債発行額１億円以内とし、起債に頼ることのない財政運
営に努める。
■人口１，０００人当たり職員数
・類似団体を６．０２ポイント上回っている。指定管理者制度の導入により直営による事務事業を削減すると共に、退職者不補
充等により、職員の削減を図る。


